
業務棚卸評価シート 1/8

23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

1 総

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

窓口サービスのあ
り方や窓口事務の
改善に向けて必要
な事項について調
査研究する。

職員
政
策

本庁舎再整
備（平成２
７年度）

本庁舎再整
備基本計画
への位置付
け

本庁舎再整
備基本計画
への位置付
け

基本設計、
実施設計に
基づく事務
調整

14,175

本庁舎再
整備基本
計画への
位置付け

実施設計に向け、基
本計画への位置付け
を行った。

Ａ

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

事務の効率化
を行うととも
に、窓口サー
ビスを含めた
行政サービス
全体の質の向
上を図る。

市民

定
例
定
型

本庁舎再整
備

実施設計に
基づく事務
調整

実施設計に
基づく事務
調整

実施設計に
基づく事務
調整

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

新庁舎建設に
おける基本計
画・実施設計
等との整合

新庁舎建設に
伴う会議等で
の調整

２５年３
月

２５年３
月

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

新庁舎建設に
おける基本設
計・実施設計
等との整合

新庁舎建設
に伴う会議
等での調整

２６年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

窓口サービス
提供のあり方
に基づく事業
の推進

関係課かいと
の調整

２５年３
月

２５年３
月

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

窓口サービス
提供のあり方
に基づく事業
の推進

関係課かい
との調整

２６年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

情報推進最適
化に伴う情報
システム整備
との整合

関係課かいと
の調整

２５年３
月

２５年３
月

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

情報推進最適
化に伴う情報
システム整備
との整合

関係課かい
との調整

２６年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

各課への提出
書類の一時預
かりシステム
の検討

関係課かいと
の調整

２５年３
月

２５年３
月

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

（仮称）市民
センターの整
備に向けた検
討

関係課かい
との調整

２６年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

窓口及び執務
空間改善支援
調査業務

執務空間及び
窓口レイアウ
ト設計等

２５年３
月

２５年３
月

14,175

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

連携型窓口シ
ステム（仕
様、レイアウ
ト、運用方法
等）の検討

関係課かい
との調整

２６年３
月

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が
取
り

組
み
を
進
め
る

⑥市役所の変
革

27年度
窓口業務の
効率化 27

窓口業務の委
託の検討/連携
型窓口の導入
による市民
サービスの向
上

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

土曜日通年開
庁本格実施に
関する検討

本格実施開
始時期

２６年３
月

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変
革

25年度

休日開庁等
による新た
な窓口業務
のあり方の
検証時期

26

市民ニーズを
踏まえた効率
的な窓口業務
の実施

予
算
な
し

2 総
外郭団体の経
営改善

外郭団体の自立を
目指す。

団体
政
策

(財)都市施
設公社の解
散

２３年度 ２４年度
外郭団体の
経営改善の
検証

(財)都市
施設公社
の解散

(財)都市施設公社の
解散手続き円滑に進
めるための調整を
行った。

Ａ
外郭団体の経
営改善

外郭団体見直し
基本方針（改訂
版）に基づき外
郭団体の経営改
善を進めていく
こととする。

団体
政
策
経営改善状
況

外郭団体の
経営改善の
検証、統廃
合の検討

外郭団体の
経営改善の
検証、統廃
合の検討

外郭団体の
経営改善の
検証、必要
に応じ統廃
合の実施

現状維
持

あ
り

なし

予
算
な
し

2
外郭団体の経
営改善

外郭団体の整
理統合

財団法人都市
施設公社の清
算事務等の確
認

２４年９
月

２４年９
月

外郭団体の経
営改善

外郭団体との
協議

会議回数 年2回
あ
り

③外郭団体の
経営改善

27年度

外郭団体の
自立した経
営体制確立
時期

27 経営計画の検
証による改善

予
算
な
し

2
外郭団体の経
営改善

出資団体以外
の外郭団体の
あり方の検討

検討時期
２５年３
月

２５年３
月

外郭団体の経
営改善

団体所管課と
の協議

会議回数 年4回

予
算
な
し

2
外郭団体の経
営改善

公益法人制度
改革への対応
及び調整

対応時期
２５年３
月

２５年３
月

外郭団体の経
営改善

外郭団体見直
し基本方針の
検証

実施時期
２５年１
０月

予
算
な
し

3 総
総合計画実施
計画策定事務

平成２３年度から
スタートする次期
総合計画（基本構
想・基本計画等）
の策定を行う。

市民・
関係各
課

定
例
定
型

進ちょく状
況

庁内調整
第2次実施
計画の策定

－ 1,665

第２次実
施計画事
業案の策
定

財政推計に基づき、２５～
２７年度に実施する具体的
な事業を示した第２次実施
計画を策定した。

Ａ
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

市の総合的かつ
計画的な行政運
営を図るために
茅ヶ崎市総合計
画の実効性を確
保する

市民
政
策

外部評価の
実施及び評
価結果の施
策等への反
映

外部評価：
１回
予算への反
映

外部評価：
２回
施策等への
反映

評価結果を
基に基本構
想の見直し
検討

950

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
減
ら
す

3
総合計画実施
計画策定事務

第２次実施計
画事業案の検
討

庁内検討会議
開催回数

年２回 年２回

3
総合計画実施
計画策定事務

総合計画審議
会運営事務

審議会開催回
数

年５回 年８回 1,150
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

総合計画審議
会運営事務

審議会開催
回数

年４回 950

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変
革

▲２人
総合計画審
議会委員の
見直し

28
以
降

総合計画審議
会の委員の見
直しを図る

減
ら
す

3
総合計画実施
計画策定事務

第２次実施計
画の策定

策定時期
２５年３
月

２５年３
月

95

3
総合計画実施
計画策定事務

実施計画に関
する意見聴取

①議員意見交
換会・②地区
懇談会・③分
野別懇談会

①各会派１
回・②１２
地区各１
回・③２分
野各１回

①各会派
１回・②
１２地区
各１回・
③２分野
各１回

420

3
総合計画実施
計画策定事務

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

基本構想の見
直しの考え方
の策定

実施時期
２６年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

3

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

総合計画審議会
及び行政改革推
進委員会による
事務事業評価の
外部評価の実施

実施時期
２５年６
月

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変
革

27年度

政策評価の
結果を基本
構想の見直
しに反映す
る時期

27
有識者による
外部評価を行
う。

予
算
な
し

3

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価の
外部評価シー
ト・業務棚卸評
価シートの検討

シートの確
定時期

２５年４
月

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が
取
り

組
み
を
進
め
る

その他 25年度

評価時に使
用する紙資
源の削減の
時期

25

評価シートの
構成を見直
し、使用する
紙資源の削減
を行う。

予
算
な
し

3

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価の
外部評価シー
ト・業務棚卸評
価シート作成支
援・取りまとめ

理事者ヒア
リングの実
施時期

２５年８
月

業
務
計
画

予
算
な
し

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性
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23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性

3

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価
(業務棚卸評
価)結果の議
会への資料提
供

提供時期
２５年９
月及び２
６年２月

業
務
計
画

予
算
な
し

3

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価
(業務棚卸評
価)結果の市
民への公表

公表時期
２５年１
０月

業
務
計
画

予
算
な
し

3

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

施策評価シー
トの見直し検
討

シートの修
正案の確定
時期

２６年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

3

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

行政評価関連
研修及び講座
の受講

研修及び講
座の受講回
数

１回

業
務
計
画

予
算
な
し

701 総

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

ＰＤＣＡサイクル
を活用し、総合計
画の進行管理を見
据えた行政評価制
度の推進を図る。

各課

定
例
定
型

総合計画審
議会の開催
回数

年５回 年５回 年５回 1,071 年８回

事務事業内部評価
（業務棚卸評価）及
び施策評価について
実施し、２５年度予
算及び第２次実施計
画へ評価結果を反映
させた

Ａ

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

事務事業内部
評価（業務棚
卸評価）シー
トの検討

シートの確定
時期

２４年４
月

２４年４
月

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

事務事業内部
評価（業務棚
卸評価）シー
ト作成支援・
取りまとめ

理事者ヒアリ
ングの実施時
期

２４年８
月

２４年８
月

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

事務事業評価
（業務棚卸評
価）結果の議
会への資料提
供

提供時期
２４年９
月及び２
５年２月

２４年９
月及び２
５年２月

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

事務事業評価
（業務棚卸評
価）結果の市
民への公表

公表時期
２４年１
０月

２４年１
０月

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

事務事業外部
評価シートの
見直し検討

シートの確定
時期

２５年３
月

２５年３
月

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

施策評価シー
トの作成

シートの確定
時期

２４年４
月

２４年４
月

平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

施策評価シー
ト作成支援・
取りまとめ

総合計画審議
会・行政改革
推進委員会に
よる外部評価
の実施時期

２４年６
月

２４年６
月

平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

総合計画審議
会による施策
の外部評価の
実施

実施時期
２４年６
月

２４年６
月

641
平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

行政改革推進
委員会による
施策の外部評
価の実施

実施時期
２４年６
月

２４年６
月

430
平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

施策の外部評
価結果の内部
評価への反映

外部評価結果
の市長報告時
期

２４年８
月

２４年８
月

平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

施策の内部評
価の実施

理事者ヒアリ
ングの実施時
期

２４年８
月

２４年８
月

平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

施策評価結果
の公表

公表時期
２４年１
０月

２４年１
０月

平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

施策評価結果
の第２次実施
計画への反映

反映時期
２４年１
２月

２４年１
２月

平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

施策の外部評価
結果の反映状況
の総合計画審議
会、行政改革推
進委員会への報
告

報告時期
２５年３
月

２５年３
月

平成26年度
に再実施

701

行政評価シス
テムの活用に
よる組織マネ
ジメントの推
進

行政評価関連
研修及び講座
の受講

研修及び講座
の受講回数

１回 １回

4 総
第３次行政改
革の推進

多様な主体との協
働による質の高い
行政経営を実現す
る。

市民

定
例
定
型

実施計画の
策定時期
（実績検証
も含む）

８月 ８月 ８月 699 9月
第3次行革大綱実施
計画を予定どおり策
定した。

Ａ

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

行政改革重点
推進事業の進
行管理を通じ
て継続した経
営改善を図
る。

市民
・
職員

政
策
進捗状況 進行管理 進行管理

進行管理/
新たな経営
改善方針の
策定

780

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
あ
り

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性

4
第３次行政改
革の推進

実施計画の策
定

策定期限
２４年９
月

２４年９
月

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

第3次行政改
革大綱の実施
結果報告書の
作成

作成期限
２５年９
月

業
務
計
画

予
算
な
し

4
第３次行政改
革の推進

行政改革推進
本部及び幹事
会の設定

会議の実施回
数（合計）

年３回 年4回

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

行政改革推進
本部及び幹事
会の設定

会議の実施
回数（合
計）

年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

4
第３次行政改
革の推進

行政改革推進
委員会の設定

会議の実施回
数

年６回 年７回 699

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

行政改革推進
委員会の設定

会議の実施
回数

年５回 680

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変
革

▲5人

行政改革推
進委員会及
び総合計画
審議会の委
員削減数
（合計）

27

総合計画審議
会との統合に
伴う委員削減
数

なし
維
持

4
第３次行政改
革の推進

総合計画に対
応した新たな
行政経営のあ
り方の検討

総合計画との
一体化

２５年３
月

２５年３
月

0

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

新たな行政経
営のあり方の
検討

実施時期
２６年３
月

100

業
務
計
画

維
持

4
第３次行政改
革の推進

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

経営改善方針
追加事項の検
討

実施時期
２５年８
月

業
務
計
画

予
算
な
し

5 総
政策的な調整
に関する事務

庁内横断的に対応
すべき政策的課題
について、関係部
局と連携し、的確
な事業の方向性に
ついて調整を行
う。

当該地
域及び
地域周
辺住
民、整
備予定
施設利
用者

定
例
定
型

調整事務数 ６事務 ６事務 ６事務 7事業
各政策に対して必要
に応じた調整ができ
た。

Ａ
政策的な調整
に関する事務

政策的課題に
ついて庁内の
連携を図り、
的確な事業の
方向性を調整
する。

市民
・
職員

定
例
定
型

調整事務数
調整事務
数：６事務

調整事務
数：６事務

調整事務
数：６事務

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

ＪＲ茅ヶ崎駅
改良計画

調整回数 年3回 年５回
政策的な調整
に関する事務

JR茅ヶ崎駅
駅ビル増床計
画に伴う総合
調整

関係機関協
議

年４回

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

文化資料館移
転に伴う周辺
整備

調整回数 年２回 年２回
政策的な調整
に関する事務

文化資料館移
転整備に伴う
総合調整

関係機関協
議

年２回

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

資源物選別処
理跡地の土地
利用

調整回数 年３回 年３回
政策的な調整
に関する事務

資源物選別処
理跡地の土地
利用

神奈川県関
係機関及び
関係機関協
議

年６回

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

中海岸県有地
の土地利用

公園計画等の
決定

25年３
月

25年3月
政策的な調整
に関する事務

中海岸県有地
の土地利用

公園計画等
の検討及び
土地活用協
議

２６年３
月

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

西浜駐車場跡
地の土地利用

地区計画の策
定

24年12
月

25年5月
政策的な調整
に関する事務

西浜駐車場跡
地の土地利用

地区計画の
策定

２５年８
月

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

（仮称）小出
第二小学校用
地の土地活用
等に関する調
整事務

調整回数 年２回 年2回
政策的な調整
に関する事務

（仮称）小出
第二小学校用
地の土地活用
等に関する調
整事務

調整回数 年２回

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

政策的な調整
に関する事務

雇用促進住宅
の活用方策の
検討

学識経験者
による研究
会の設置

２５年９
月

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

その他政策的
な調整に関す
る事務

調整回数 年１０回 年１０回
政策的な調整
に関する事務

その他政策的
な調整に関す
る事務

調整回数 年１５回

予
算
な
し

5
政策的な調整
に関する事務

庁内研修会の
実施

実施回数 年１回 年１回

5
政策的な調整
に関する事務

外部講演会・
研修会への参
加

参加回数 年２回 年２回

6 総
各個別プラン
の進行管理事
務

各課の個別計画に
つき総合計画との
整合を図るため、
その個別計画の進
行管理等を行う。

個別計
画所管
課

定
例
定
型

庁内照会回
数

１回 １回 １回 １回
各課の個別計画の進
行管理状況の確認を
行うことができた。

Ａ
各個別プラン
の進行管理事
務

各課の個別プ
ランについて
進捗状況を把
握し、総合計
画等との整合
性を図る。

市民
・
職員

定
例
定
型

庁内照会回
数

庁内照会回
数：２回

庁内照会回
数：２回

庁内照会回
数：２回

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし

予
算
な
し

6
各個別プラン
の進行管理事
務

個別プラン進
行状況表の作
成

関係課照会及
びヒアリング
の実施回数

年１回 年１回
個別プラン進
行状況表の作
成

関係課照会
及びヒアリ
ングの実施
回数

年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

6
各個別プラン
の進行管理事
務

個別計画の進行
管理と審議会の
あり方の庁内調
整

調整時期
２６年３
月

業
務
計
画

あ
り

⑥市役所の変
革

26年度

見直し後の
審議会等の
数の決定時

期

27
審議会等の数
の見直しに取
り組む。

予
算
な
し

7 総

PPP（公民連
携手法）の推
進
※民間委託等
の推進

民間活力を活用し
行政のスリム化を
図る

各課

定
例
定
型

推進方策の
検討

基本的な考
え方の策定

具体的方策
の検討

具体的方策
の検討・実
施

PPP推進
の具体的
方策の検
討

新しい公共推進事業
（提案型民営化制
度）を継続して検討
中

Ｃ
PPP（公民連
携手法）の推
進

茅ヶ崎市総合計
画基本構想の基
軸に掲げた「新
しい公共の形
成」の実現に向
けた環境整備を
推進する

市民
政
策
円卓会議の
開催回数

４回 ４回 ４回 642

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
あ
り

なし
維
持

7

PPP（公民連
携手法）の推
進
※民間委託等
の推進

職員研修会の
開催

実施回数 年１回 年1回

7

PPP（公民連
携手法）の推
進
※民間委託等
の推進

新しい公共推
進事業（提案
型民営化制
度）の構築

検討時期
２５年３
月

継続検討
中
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23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性

7

PPP（公民連
携手法）の推
進
※民間委託等
の推進

円卓会議準備
会の開催

開催回数 ４回 ６回
PPP（公民連
携手法）の推
進

円卓会議の設
置

設置時期
２５年７
月

642

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主
体の最適化

25年度
円卓会議の
設置時期 25

公民連携推進
に向けた情報
共有

なし
維
持

7

PPP（公民連
携手法）の推
進
※民間委託等
の推進

PFI手法の検
討

検討時期
２５年３
月

２５年３
月

PPP（公民連
携手法）の推
進

PFI事業の推
進

PFI事業推
進に関する
庁内調整

２６年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

7

PPP（公民連
携手法）の推
進
※民間委託等
の推進

PPP（公民連
携手法）の推
進

(仮称）柳島
スポーツ公園
整備事業 実
施方針の策定

実施方針の
公表時期

２５年１
２月

業
務
計
画

予
算
な
し

7

PPP（公民連
携手法）の推
進
※民間委託等
の推進

PPP（公民連
携手法）の推
進

事業実施主体
の最適化の検
討

実施時期
２５年８
月

業
務
計
画

予
算
な
し

8 総
新しい公共推
進事業の実施

民間活力を活用し
行政のスリム化を
図る

各課

定
例
定
型

推進方策の
検討

基本的な考
え方の策定

具体的方策
の検討

具体的方策
の検討・実
施

新しい公共推
進事業の実施

「新しい公共の形
成」を具現化するた
め、民間団体、民間
事業者が複数の視点
からアプローチでき
る提案型民営化制度
の導入を図る。

市民
政
策
実施事業数 ３事業 ５事業

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
あ
り

なし

予
算
な
し

8
新しい公共推
進事業の実施

新しい公共推
進事業の実施

新しい公共推
進事業（提案
型民営化制
度）の構築

制度構築時
期

２６年３
月

業
務
計
画

あ
り

①事業実施主
体の最適化

3事業
モデル事業
の実施数 26

新しい公共推
進事業を活用
し、既存事業
を民間提案に
より改善して
実施する。

予
算
な
し

9 総
庁内分権の推
進

複雑多様化する行
政課題に対して迅
速かつ弾力的な対
応をするため。

職員

定
例
定
型

庶務担当課
の機能強化
の検証

３月 ３月 ３月 3月
庶務担当課の機能強
化について検討を
行った。

Ｂ
庁内分権の推
進

職員等の部局
内での流動的
な活用や更な
る庁内分権方
策について検
討する。

職員

定
例
定
型

臨時職員等
の部局内で
の流動的活
用に係る検
証

部局内にお
ける職員の
流動的活用
の検討

部局内にお
ける職員の
流動的活用
の実施

部局内にお
ける職員の
流動的活用
の実施

未 中 中 中
現状維
持

あ
り

なし

予
算
な
し

9
庁内分権の推
進

決裁権限の部
局への移譲の
内部検討

内部会議回数 年３回 年３回
庁内分権の推
進

部局内におけ
る職員の流動
的活用の内部
検討

内部会議回
数

年２回
あ
り

⑦総人件費抑
制

26年度

部局内にお
ける職員の
流動的活用
の実施時期

26

経済部の非常
勤嘱託職員の
流動的活用を
検証し、拡大
を検討する。

なし

予
算
な
し

9
庁内分権の推
進

部局への人件
費等の枠配分
の関係課協議

協議の実施回
数

年３回 年１回
庁内分権の推
進

部局内におけ
る職員の流動
的活用の関係
課協議

協議の実施
回数

年２回
あ
り

⑦総人件費抑
制

26年度

部局内にお
ける職員の
流動的活用
の実施時期

26

経済部の非常
勤嘱託職員の
流動的活用を
検証し、拡大
を検討する。

なし

予
算
な
し

10 総
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制度の
導入に向け、円滑
な運用を図る。

施設所
管課

定
例
定
型

「指定管理
者制度を導
入した施設
の管理運営
状況に関す
る報告書」

１０月 １０月 １０月 50 １０月

「指定管理者制度を
導入した施設の管理
運営状況に関する報
告書」を予定どおり
発行した。

Ａ
指定管理者制
度に係る検
討・調整

直営施設にお
ける民間活力
の活用につい
て調査検討を
行う。

施設所
管課

定
例
定
型

直営施設に
おける民間
活力の活用
に係る調査
検討

直営施設の
指定管理者
制度導入に
向けた検討

直営施設の
指定管理者
制度導入に
向けた調整

直営施設の
指定管理者
制度導入な
らびに検証

10 未 高 高 中
現状維
持

あ
り

なし
維
持

10
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制
度の運用

モニタリング
及び基本的考
え方に関する
事務担当者会
議の開催

年１回 年２回
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制
度の運用

モニタリン
グ及び基本
的考え方に
関する事務
担当者会議
の開催

年１回

予
算
な
し

10
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者選
定等委員会議

会議の実施回
数

年５回 年5回 50
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者選
定等委員会議

会議の実施
時期

２５年１
０月

10
維
持

10
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制
度導入に関す
る基本的考え
方の見直し

見直し時期
２５年３
月

２５年３
月

指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制
度導入に関す
る基本的考え
方の見直し

見直し時期
２５年７
月

あ
り

①事業実施主
体の最適化

25年度

指定管理者
導入に関す
る検証作業
の実施時期

26 指定管理者制
度推進の検討

なし

予
算
な
し

10
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制
度に係る検
討・調整

直営施設の指
定管理者制度
導入に向けた
内部検討

内部会議回
数

年２回

予
算
な
し

11 総 庁議事務

政策会議を円滑に
進行させるため、
日程、資料整理等
必要な調整を行
う。

職員

定
例
定
型

政策会議・
政策調整会
議開催回数

年３６回 年３６回 年３６回 1,769 年７１回

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
るが、庁議件数の抑
制が課題である。

Ａ 庁議事務

政策会議を円
滑に進行させ
るため、日
程、資料整理
等必要な調整
を行う。

職員

定
例
定
型

政策会議・
政策調整会
議開催回数

年３６回 年３６回 年３６回 1,769 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

11 庁議事務

政策会議日程
の調整、資料
の取りまとめ
及び会議の運
営

会議の開催回
数

年４０回 年７０回 庁議事務

政策会議日程
の調整、資料
の取りまとめ
及び会議の運
営

会議の開催
回数

年３６回

予
算
な
し

11 庁議事務
政策会議報告
書の作成

作成件数 年４０件 年７０回 885 庁議事務
政策会議報告
書の作成

作成件数 年３６件 885
維
持

11 庁議事務
政策会議結果
概要の情報提
供

情報提供の回
数

年４０回 年７０回 庁議事務
政策会議結果
概要の情報提
供

情報提供の
回数

年３６回

予
算
な
し

11 庁議事務

政策調整会議
日程の調整、
資料の取りま
とめ及び会議
の運営

会議の開催回
数

年４０回 年６７回 庁議事務

政策調整会議
日程の調整、
資料の取りま
とめ及び会議
の運営

会議の開催
回数

年３６回

予
算
な
し

12 庁議事務
政策調整会議
報告書の作成

作成件数 年４０件 年６７回 884 庁議事務
政策調整会議
報告書の作成

作成件数 年３６件 884
維
持

12 総 議会調整事務

議会の一般質問に
対する答弁を円滑
に行うため、答弁
資料の整理その他
の調整を行う。

議員・
職員

定
例
定
型

議会調整会
議開催回数

１２回 １２回 １２回 １２回

毎回、課の全職員だ
対応し、課題を抽出
して改善しながら事
務に取り組めてい
る。

Ａ 議会調整事務

議会の一般質問
に対する答弁を
円滑に行うた
め、答弁資料の
整理その他の調
整を行う。

職員

定
例
定
型

議会調整会
議開催回数

４回×３日
＝１２回

４回×３日
＝１２回

４回×３日
＝１２回

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性

12 議会調整事務

答弁書作成の
割り振り、取
りまとめその
他調整

各課照会の回
数

４回 ４回 議会調整事務

答弁書作成の
割り振り、取
りまとめその
他調整

各課照会の
回数

４回

予
算
な
し

12 議会調整事務 議会調整会議
会議の開催回
数

１２回 １２回 議会調整事務 議会調整会議
会議の開催
回数

１２回

予
算
な
し

13 総
施政方針作成
事務

市の翌年度の重要
施策を示すため、
施政方針の作成を
行う。

市民・
議員

定
例
定
型

施政方針作
成回数

１回 １回 １回 １回
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ
施政方針作成
事務

市の翌年度の
重要施策を示
すため、施政
方針の作成を
行う。

市民

定
例
定
型

施政方針作
成回数

年１回 年１回 年１回 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

13
施政方針作成
事務

施政方針の作
成

各課照会の回
数

３回 ３回
施政方針作成
事務

施政方針の作
成

各課照会の
回数

３回

予
算
な
し

13
施政方針作成
事務

施政方針作成
事務

施政方針作成
時期

２５年２
月

２５年２
月

施政方針作成
事務

施政方針作成
事務

施政方針作
成時期

２６年２
月

予
算
な
し

14 総 業務計画事務

PDCAサイクルに
活用するため、財
政や行政評価と連
携した業務計画の
制度を構築し実施
する。

職員

定
例
定
型

情報交換会
の開催

２回 ２回 ２回 ２回

シート構成の工夫に
より、施策目標（課
の目標）の優先順位
を明確にすることが
できた。

Ａ 業務計画事務

PDCAサイクル
に活用するた
め、財政や行政
評価と連携した
業務計画の制度
を構築し実施す
る。

職員

定
例
定
型

情報交換会
の開催

２回 ２回 ２回 未 高 高 高
現状維
持

位
置
付
け
な
い
が

取
り
組
み
を
進
め

る なし

予
算
な
し

14 業務計画事務
業務計画シー
トの改善

改善内容の報
告

２５年３
月

２５年３
月

14 業務計画事務
取りまとめ結
果の議会への
資料提供

提供時期
２４年５
月及び２
５年２月

２４年５
月及び２
５年２月

業務計画事務
取りまとめ結
果の議会への
資料提供

提供時期
２５年５
月

位
置
付
け
な
い
が

取
り
組
み
を
進
め

る その他 25年度
議会への資
料提供回数 25

業務計画の議
会への資料提
供回数を2回か
ら1回へ減ら
す。

予
算
な
し

14 業務計画事務
取りまとめ結
果の市民への
公表

公表時期
２４年５
月

２４年５
月

業務計画事務
取りまとめ結
果の市民への
公表

公表時期
２５年５
月

予
算
な
し

14 業務計画事務
情報交換会の
開催

開催回数 ２回 ２回 業務計画事務
情報交換会の
開催

開催回数 ２回

予
算
な
し

15 総
市民意識調査
等に関する事
務

広聴機能、相談体
制の充実を図り、
安心で安全な市民
生活の確保に努め
る。

市民・
職員

定
例
定
型

市政アン
ケートの回
収率

７０％ ７０％ ７０％ 1,217 52%

様々な施策に係るア
ンケート調査を実施
し、その結果を施策
推進に活用できた。

Ｂ
市民意識調査
等に関する事
務

市政モニターア
ンケートや市民
満足度調査の結
果を総合計画の
進管理や個別計
画に有効に活用
する。

市民

定
例
定
型

アンケート
調査の回収
率

市政アン
ケート調査
の回収率：
60％

市民満足度
調査の回収
率：55％

市政アン
ケート調査
の回収率：
60％

1,184 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

15
市民意識調査
等に関する事
務

層化無作為抽
出3000人を
対象とした市
民満足度調査
の実施

市民満足度調
査の回収率

５０％ ５２％ 1,173
市民意識調査
等に関する事
務

層化無作為抽
出3000人を
対象とした市
政アンケート
調査の実施

市政アン
ケート調査
の回収率

６０％ 1,184
維
持

15
市民意識調査
等に関する事
務

市政モニター
によるアン
ケート調査の
実施

アンケート回
数

年４回 年３回 44
市民意識調査
等に関する事
務

市政モニター
によるアン
ケート調査の
実施

アンケート
回数

年４回
あ
り

⑥市役所の変
革

5回／年
市民意識調
査等の実施
回数／年

25

市民の市政に
対する意識・
ニーズ・満足
度等の把握を
的確に行う。

維
持

16 総
職員提案制度
の運営及び活
性化

職員提案制度を円
滑に実施すること
により、職員の意
見が市政に反映さ
れる、より良い市
政を目指す。

職員

定
例
定
型

職員提案者
数

前年度比プ
ラス２５％

前年度比プ
ラス２５％

前年度比プ
ラス２５％

88
前年度比
プラス２
５％

課題テーマの設定が
なかったこと等によ
り、前年比減となっ
た。

Ｃ
職員提案制度
の運営及び活
性化

職員提案制度の
活性化方策の検
討及び現行の褒
賞方法について
の改善策を検討
する。

職員

定
例
定
型

職員提案制
度の活性化
方策の検討

提案者数
（55人）

提案者数
（60人）

提案者数
（65人）

90 未 高 高 高 拡大
あ
り

あり

16
職員提案制度
の運営及び活
性化

提案強調月
間、課題提案
の募集

課題提案の募
集回数

年１回 年１回
職員提案制度
の運営及び活
性化

提案強調月
間、課題提案
の募集

課題提案の
募集回数

年１回

16
職員提案制度
の運営及び活
性化

実施に向けた
調整

提案内容の実
施に向けた検
討依頼の回数

年２回 年２回
職員提案制度
の運営及び活
性化

実施に向けた
調整

提案内容の
実施に向け
た検討依頼
の回数

年２回

16
職員提案制度
の運営及び活
性化

提案審査会の
運営

審査会の実施
回数

年２回
（目標提
案者３０
人）

年２回
職員提案制度
の運営及び活
性化

提案審査会の
運営

審査会の実
施回数

年２回
（目標提
案者５５
人）

16
職員提案制度
の運営及び活
性化

褒賞の実施
褒賞の実施回
数

年１回 年１回 88
職員提案制度
の運営及び活
性化

褒賞の実施
褒賞の実施
回数

年１回 90

16
職員提案制度
の運営及び活
性化

課題設定や施
策への反映方
法の見直し

見直し素案の
作成

２５年３
月

２５年３
月

職員提案制度
の運営及び活
性化

新たな職員提
案制度の実施

実施時期
２５年７
月

あ
り

⑥市役所の変
革

65人 提案者数 27

制度の見直し
により、職員
の提案意欲を
高める。

あり
職員提案の
データベー
スの共有化

維
持

17 総
組織・機構の
見直し

さまざまな行政課
題や複雑多様化す
る市民ニーズに迅
速かつ的確に対応
していける組織機
構を構築する。

各課

定
例
定
型

組織の検証
時期

３月まで ３月まで ３月まで ３月まで
組織の見直しについ
て検討し必要な見直
しを行った

Ａ
組織・機構の
見直し

新たな行政需要
や市民ニーズに
的確かつ柔軟に
対応できる組織
体制の検証や見
直しを行う。

各課

定
例
定
型

組織の検証
時期

３月まで ３月まで ３月まで 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

あり

広域連携に
必要な広域
的組織の検
討

予
算
な
し

17
組織・機構の
見直し

総合計画の政
策・施策体系
に合わせた組
織の検証

業務棚卸評価
による各部課
かいヒアリン
グ

年１回 年１回
組織・機構の
見直し

総合計画の政
策・施策体系
に合わせた組
織の検証

業務棚卸評
価による各
部課かいヒ
アリング

年１回

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性

17
組織・機構の
見直し

重要な事業に
対応する組織
の見直しへの
対応

対応時期
２５年３
月

２５年３
月

組織・機構の
見直し

重要な事業に
対応する組織
の見直しへの
対応

対応時期

２５年１
０月及び
２６年３
月

あ
り

⑥市役所の変
革

27年度
組織の見直
しの実施時

期
27

新たな行政需
要や社会情勢
の変化に対し
検証を行い、
迅速かつ的確
に行う。

予
算
な
し

17
組織・機構の
見直し

組織・機構の
見直し

広域連携に資
する効率的な
組織の検討

実施時期
２６年３
月

予
算
な
し

18 総
事務分掌の調
整及び改正

さまざまな行政課
題や複雑多様化す
る市民ニーズに迅
速かつ的確に対応
していくための事
務執行体制を構築

各課

定
例
定
型

事務分掌の
調整及び改
正時期

３月まで ３月まで ３月まで ３月まで
必要な例規改正を行っ
た Ａ

事務分掌の調
整及び改正

社会経済情勢の変
化や、複雑化・多
様化する市民ニー
ズに迅速かつ的確
に対応できる組織
機構の実現を継続
的に図る。

各課

定
例
定
型

事務分掌の
調整及び改
正時期

３月まで ３月まで ３月まで 未 中 中 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

18
事務分掌の調
整及び改正

調整のための
協議

協議・調整の
期限

２５年１
月

２５年１
月

事務分掌の調
整及び改正

調整のための
協議

協議・調整
の期限

２６年１
月

予
算
な
し

18
事務分掌の調
整及び改正

事務分掌の調
整及び改正

例規等審査会
への提案

２５年１
月

２５年１
月

事務分掌の調
整及び改正

事務分掌の調
整及び改正

例規等審査
会への提案

２６年１
月

予
算
な
し

18
事務分掌の調
整及び改正

事務分掌の調
整及び改正

新庁舎移転を
見据えた分掌
事務の見直し
の検討

課題の洗出
し

２６年３
月

予
算
な
し

19 総

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

限られた空間を有
効に活用し、執務
環境の改善及び市
民サービスの向上
を図る。

各課

定
例
定
型

人事異動等
による配置
検討時期

３月まで ３月まで ３月まで 287 ３月まで
必要に応じて実施し
た。 Ａ

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

限られた空間
を有効に活用
し、執務環境
の改善及び市
民サービスの
向上を図る。

各課

定
例
定
型

人事異動等
による配置
検討時期

３月まで ３月まで ３月まで 208 未 中 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

19

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

緊急的かつ重
要な事業に対
応する組織の
見直しへの対
応

対応時期
２５年３
月

２５年３
月

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

緊急的かつ重
要な事業に対
応する組織の
見直しへの対
応

対応時期
２６年３
月

予
算
な
し

19

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

事務室配置変
更等に伴う庁
内サインの対
応

対応時期
２５年３
月

２５年３
月

54

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

事務室配置変
更等に伴う庁
内サインの対
応

対応時期
２６年３
月

208
維
持

19

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

新庁舎建設に
向けての庁内
サインの検討

対応時期
２５年３
月

２５年３
月

19

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

本庁舎３階以
上の安全性の
確保

対応時期
２５年３
月

２５年３
月

19

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

選挙管理委員
会事務局の移
転

対応時期
２５年３
月

２５年３
月

233

20 総
ライフタウン
市境問題事務

市境問題の早期解
決を図るため、湘
南ライフタウン住
民及び藤沢市との
協議を進める。

藤沢市
ライフ
タウン
住民

定
例
定
型

公共施設等
の利用案内
の発行

年１回 年１回 年１回 年１回

市境問題の早期解決
を図るため、湘南ラ
イフタウン住民及び
藤沢市との協議を進
め、新たな行政協力
を企画することがで
きた

Ａ
ライフタウン
市境問題事務

市境問題の早期
解決を図るた
め、湘南ライフ
タウン住民及び
藤沢市との協議
を進める。

ライフ
タウン
住民

定
例
定
型

公共施設等
の利用案内
の発行

年１回 年１回 年１回 未 中 中 中
現状維
持

な
し

あり

藤沢市と事
務レベルで
市境問題に
関する協議
を連携して
維持する。

予
算
な
し

20
ライフタウン
市境問題事務

地域住民及び
藤沢市との調
整

調整回数 年３回 年３回
ライフタウン
市境問題事務

地域住民及び
藤沢市との調
整

調整回数 年３回

予
算
な
し

21 総
ライフタウン
街区案内図更
新事業

ライフタウン
街区案内図更
新事業

藤沢市域に設置
されている湘南
ライフタウンの
街区案内図に
茅ヶ崎市域の情
報を追加で表示
する

ライフ
タウン
住民

政
策

茅ヶ崎市域の
情報が表示さ
れいている湘
南ライフタウ
ン内の街区案
内図の数

４８基 ４８基 ４８基 496 未 高 高 高 縮小
な
し

あり

街区案内図
の状態につ
いて、藤沢
市と連携し
て維持す
る。

減
ら
す

21
ライフタウン
街区案内図更
新事業

ライフタウン
街区案内図更
新事業

茅ヶ崎市街区
シール作成貼
付

シール貼付
案内図の数

４８基 496
減
ら
す

21
ライフタウン
街区案内図更
新事業

ライフタウン
街区案内図更
新事業

街区案内図の
維持のための
現地確認

確認案内図
の数

４８基

予
算
な
し

702 総
公共施設開館
日の見直しに
ついての検討

公共施設の有効活
用を図るため、施
設開館日の見直し
につき関係各課と
協議調整を行う。

市民・
職員

定
例
定
型

調整会議開
催数

３回 ３回 ３回 3回
課題を調査、検討
し、今後の方向性を
確認できた。

Ｂ

702
公共施設開館
日の見直しに
ついての検討

完全実施に関
する検討

土曜日通年開
庁完全実施に
関する検証

年３回 年３回

22 総
不当要求等の
対策

不当要求行為に毅
然と対応し、市民
に対して公平、公
正な行政サービス
を提供する。

職員

定
例
定
型

対策に関す
る研修の実
施

１回 １回 １回 １回
研修を実施し、職員
が知識を習得した。 Ａ

不当要求等の
対策

不当要求行為
に毅然と対応
し、市民に対
して公平、公
正な行政サー
ビスを提供す
る。

職員

定
例
定
型

対策に関す
る研修の実

施
１回 １回 １回 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

事業No.1「事務の効率化の
推進及びサービスの向上」
に統合
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23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性

22
不当要求等の
対策

研修会の実施
研修会の実施
回数

年１回 年１回
不当要求等の
対策

研修会の実施
研修会の実
施回数

年１回

予
算
な
し

22
不当要求等の
対策

不当要求等対
策会議の開催

会議の召集可
能日数

３６５日 ３６５日
不当要求等の
対策

不当要求等対
策会議の開催

会議の召集
可能日数

３６５日

予
算
な
し

22
不当要求等の
対策

県警主催の研
修会への参加

受講率 １００％
不当要求等の
対策

県警主催の研
修会への参加

受講率 １００％

23 総
構造改革特別
区域の提案・
申請事務

地域の活性化に資
するため、構造改
革特区の提案、申
請に係る検討調整
を行う。

職員

定
例
定
型

照会回数 ３回 ３回 ３回 ３回
庁内関係課かいに事
業の抽出を行った。 Ｂ

構造改革特別
区域の提案・
申請事務

地域の活性化に
資するため、構
造改革特区の提
案、申請に係る
検討調整を行
う。

職員

定
例
定
型

照会回数 ３回 ３回 ３回 未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

23
構造改革特別
区域の提案・
申請事務

構造改革特
区、地域再生
計画の提案・
申請に係る調
整事務

各課照会及び
調整会議の開
催回数

３回 ３回

構造改革特
区、地域再生
計画の提案・
申請に係る調
整事務

各課照会等
の回数

３回

予
算
な
し

24 総
共同調査研究
事務

種々の課題を地方
自治研究機構と共
同で調査研究する
ことで効果的な施
策の検討を行う。

関係各
課

定
例
定
型

調査・研究 ３月まで ３月まで ３月まで 45 ３月まで
庁内関係課かいに事
業箇所の照会を行っ
た。

Ｂ
共同調査研究
事務

多様化した市
民ニーズに対
応した行政運
営を行う。

職員

定
例
定
型

調査・研究 ３月まで ３月まで ３月まで 45 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

24
共同調査研究
事務

共同調査研究
事業に応募す
る事業の抽出

検討回数 １回 １回 45
共同調査研究
事業に応募す
る事業の抽出

検討回数 １回 45
維
持

25 総
押印・性別記
載の廃止の推
進

事務の合理化及び
手続の簡素化を図
る。

各課

定
例
定
型

庁内におけ
る実態調査

１回 １回 １回 1回

取り組み可能なもの
については継続した
検討を行うために現
状の確認を行った。

Ａ
押印・性別記
載の廃止の推
進

事務の合理化
及び手続の簡
素化を図る。

各課

定
例
定
型

庁内におけ
る実態調査

１回 １回 １回 未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

25
押印・性別記
載の廃止の推
進

押印廃止に向
けた各課の対
応状況の調査

調査の実施回
数

年１回 年１回
押印・性別記
載の廃止の推
進

押印廃止に向
けた各課の対
応状況の調査

調査の実施
回数

年１回

予
算
な
し

25
押印・性別記
載の廃止の推
進

性別記載廃止
に向けた各課
の対応状況の
調査

調査の実施回
数

年１回 年１回
押印・性別記
載の廃止の推
進

性別記載廃止
に向けた各課
の対応状況の
調査

調査の実施
回数

年１回

予
算
な
し

26 総
地方自治法等
の改正の対応

地方自治法等の改
正による業務対応

職員

定
例
定
型

地方自治法
改正に伴う
対応

３月まで ３月まで ３月まで ３月まで
必要に応じて各課か
いに情報を提供し
た。

Ａ
地方自治法等
の改正の対応

地方自治法等
の改正による
業務対応

職員

定
例
定
型

地方自治法
改正に伴う
対応

３月まで ３月まで ３月まで 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

26
地方自治法等
の改正の対応

地方自治法等
の改正の動向
に係る情報収
集

情報収集不足
により適切に
対応できな
かった回数

０回 ０回
地方自治法等
の改正の対応

地方自治法等
の改正の動向
に係る情報収
集

情報収集不
足により適
切に対応で
きなかった
回数

０回

予
算
な
し

27 総
受益者負担の
適正化事務

公共施設の利用状
況や近隣市町との
バランス等を考慮
し、適正な利用料
金の検討を図る。

市民

定
例
定
型

適切な受益
者負担の検
討及び算定

１２月 １２月 １２月
実施時期
を変更し
て作業中

公共施設白書の内容
の充実及び対象施設
等の見直しにより、
継続した取り組みを
行っている。

Ｃ
受益者負担の
適正化事務

施設の適正な
使用料を検
討、設定し、
効率的で持続
可能な施設運
営を図る。

市民

定
例
定
型

受益者負担
の見直し適
用施設数

2施設 2施設

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
あ
り

なし

27
受益者負担の
適正化事務

各施設におけ
る最新の維持
管理コストの
算定

算定時期
２５年３
月

継続中

各施設におけ
る最新の維持
管理コストの
算定

算定時期
２５年１
２月

業
務
計
画

予
算
な
し

27
受益者負担の
適正化事務

公共施設白書
の作成

作成期限
２５年３
月

継続中
公共施設白書
の作成

作成期限
２５年
11月

業
務
計
画

あ
り

⑤受益者負担
の適正化

29年度
公共施設利
用料金の見
直し時期

28
以
降

公共施設白書
を活用し、受
益と負担の考
え方に基づく
見直しを行
う。

予
算
な
し

27
受益者負担の
適正化事務

使用料のあり
方に関する基
本方針（案）
の作成

作成期限
２５年３
月

継続中

「公の施設の
あり方に関す
る基本的な考
え方」の策定

作成期限
２７年３
月

業
務
計
画

あ
り

⑤受益者負担
の適正化

25年度
駐車場暫定
有料化の実
施時期

25

駐車場の運営方
法の見直しによ
る、行政拠点地
区全体の有料化
を検討・実施を
行う。

予
算
な
し

27
受益者負担の
適正化事務

公共施設開館
日、開館時間
等の見直しに
ついての検討

関係課との
協議

２７年３
月

業
務
計
画

予
算
な
し

28 総
有料広告等新
たな財源の確
保事務

現在実施している
広告媒体以外に対
象となり得る媒体
を検討する。

事業者
等

定
例
定
型

新たな自主
財源の検討
及び確保

２件 ２件 ２件 2件

自主財源の拡大に向
け、新たな広告事業
を複数検討したが、
目標値に至らなかっ
た。

Ｃ
有料広告等新
たな財源の確
保事務

現在実施している
広報紙やホーム
ページ、エレベー
ター扉に加え、新
たな広告媒体の対
象を検討し、歳入
の増加を目指す。

各課

定
例
定
型

新たに契約
する有料広
告等の件数

2件 2件 2件 未 高 高 高 拡大
あ
り

あり

予
算
な
し

28
有料広告等新
たな財源の確
保事務

有料広告に関
する基準の見
直し

見直し期限
２５年３
月まで

継続中

「茅ヶ崎市に
おける広告掲
載に関する基
本方針」改訂
版の策定

見直し期限
２６年３
月

予
算
な
し

28
有料広告等新
たな財源の確
保事務

新たな広告媒
体の検討に向
けた啓発

啓発通知の発
信

２4年４
月

２4年４
月

新たな広告媒
体の検討に向
けた啓発

啓発通知の
発信

２５年８
月

予
算
な
し

28
有料広告等新
たな財源の確
保事務

新たな広告媒
体の推進

広告媒体数 ２件 1件
新たな広告媒
体の推進

広告媒体数 ２件
あ
り

④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

２件
新たな有料
広告等の件

数
26 広告件数の増

加
あり

共通した広
告媒体を検
討し、ス
ケールメ
リットを生
かした広告
募集を行

予
算
な
し



業務棚卸評価シート 8/8

23年度 24年度 25年度 21,088 21,088 25年度 26年度 27年度 6,189 6,189

24年度
の取組
に対す
る分析

事
業
の
性
質
区
分

事業の指
標の達成
状況 名称

目標値目標値

活動ごとの
決算額

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業

実績値

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

指標・目標

平成２４年度評価

指標・目標 実績

活動指標の名称

事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
（第１次実施計画）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

活動決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

課かい名

施策目標 先を見据えた政策を実現する

企画経営課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

企画経営課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

活動ごとの
予算額

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

改善
時期
（年
度）

④
継
続
性

業務
計画

必要性

具体的な改善
内容

③
成
果

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

事業の
方向性

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震動・
津波等伴う諸現象に
よる同時多発的災害
が発生した場合に、
被害を軽減し、応急
対策活動を課として
迅速的確に対処す

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策
活動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

２４年６
月

２４年６
月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアル
の検証及び
見直し

２５年６
月

888
災害応急対策
活動

情報収集及び
関係機関との
連絡調整

情報収集及び
連絡調整の実
施

随時
２４年４
月

情報収集及び
関係機関との
連絡調整

情報収集及
び連絡調整
の実施

随時

888
災害応急対策
活動

図上（想定）
訓練の実施

訓練実施回数 ２回 ２回
図上（想定）
訓練の実施

訓練実施回
数

２回

888 総 庁内共通事務

庁内共通事務のと
りまとめや庁内外
の照会回答を行
う。

職員

定
例
定
型

22 22 庁内共通事務

庁内共通事務
のとりまとめ
や庁内外の照
会回答を行
う。

職員

定
例
定
型

15 15
維
持

999 総 部内調整事務
部内の事務の調整
を行う。

部内職
員

定
例
定
型

部内調整事務


